
雄武町地域おこし協力隊 
募集要項 

 

ふるさと学習支援員 

（小規模学校における学習支援スタッフ） 
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に続くオホーツク海側のほぼ中間地点に位置する、

人口約 4,200 人の小さな町です。冬には流氷が訪れる

オホーツク海に面し、35km に及ぶ海岸線には 4 つの

漁港を有し、南西に伸びる大地には緑輝く牧草地が一

面に広がり、その背後には原生林が残る北見山地が連

なっています。  

 

こうした地理的条件から農林水産業が地域経済の根

幹を成し、毛ガニ、サケ、ホタテなどの「海の恵み」、

広大な森林資源と酪農畜産業などの「山の恵み」、これ

らの産業などに携わる「人の恵み」が町の宝であり、

「海・山・人  ひびきあう町」をキャッチコピーとして

まちづくりを進めています。  

 

 

しかしながら、大都市圏への人口集中が進み、平成の

大合併の際には自主自立を選択した雄武町が、令和の

時代においても「確かな地域力」を発揮し、「安心して

暮らせる町」であり続けるためには、自然や産業などの

地域資源を一層活用し、絶えず時代が求める変革と創

造に挑み続けることが不可欠です。  

 

このため雄武町では、地域活性化に意欲のある都市地域等の人材を確保し、地域力の維

持向上を図るため、地域住民とともにまちづくりを進める「地域おこし協力隊員」を募集

します。 

雄武町公認 

キャラクター 

「いくらすじ子」 

 募集するプチ 



1 募集概要                              

雄武町の南東部、観光名所である「日の出岬」を有し、漁業と酪農が盛んな「沢木地区」唯一の

学校である「沢木小学校」は、地域とともに歩みを進め、令和２年に開校 120 周年を迎えました。 

近年は少子化の影響を受け、少人数学級や複式学級（異なる学年を１つの学級に編制）となる

等、学校の小規模化により教職員が減少している一方、教職員らは少人数学級・複式学級の特性を

生かした「個に応じた指導方法の充実」が求められている状況にあります。 

そのため、教職員とともに小規模校における少人数学級・複式学級の指導の充実を図り、また、

子どもたちの学力向上の推進を図る「ふるさと学習支援員」を募集します。 

 

2 活動業務                              

  主として次の業務を行う隊員を募集しますが、他の業務に協力してもらう場合があります。 

① 小規模校における各種支援業務 

  少人数学級（複式学級）における間接授業の支援、授業教材の研究等の補助 

各種学校行事に関する運営協力 など 

② 課外学習支援に係る業務 

放課後や長期休業を活用した学習会の企画立案・開催 など 

③ 臨時休校時における学習支援業務 

  プリント等を活用した宿題の発出・取りまとめ・採点 

  ICT 機器を活用した遠隔授業等の実施・補助 

  （タブレット端末等を活用した朝の会・帰りの会、オンライン授業の実施補助）など 

④ その他、地域活動への参加・協力 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 募集人数                              

  １名 

 

 

～協力隊活動の大まかな流れ～ 

・１年目  勤務する学校や教育委員会と協力して、各種学習支援等を進めていただきます。 

（雄武町・近隣市町村の地域おこし協力隊との交流・連携も併せて行います） 

・２年目  １年目の業務経験を活かし、引き続き、各種学習支援等を進めていただきます。 

・３年目  学校における各種支援等を行いながら、２年間の業務経験を踏まえて、学習支援

に関する事業の幅を広げ、将来に向けた事業展開を進めていただきます。（協力隊

任期終了後の次のステップに向けた準備（起業等）も併せて進めていきます） 

※雄武町では、地域おこし協力隊３年目の隊員及び任期終了後１年未満の隊員 OB を対象とした「雄武町地域おこ

し協力隊起業支援補助金」制度を実施しています。（最大 100 万円） 



4 応募条件                              

  次の条件をすべて満たしている方とします。 

① 年齢が 20 歳以上の方 

② 申込時点で、三大都市圏または地方都市等（過疎法等に定める過疎地域以外）に在住し、採

用決定後、雄武町に住民登録し居住できる方 
○北海道内で地域要件を満たす市町村（※：一部地域を除く） 

札幌市、旭川市※、室蘭市、帯広市、北見市※、岩見沢市※、網走市、苫小牧市、江別市、千歳市、滝川市、登別市、恵庭市、伊達市※、北広島市、石狩市※、

当別町、倶知安町、南幌町、東神楽町、東川町、音更町、士幌町、芽室町、中札内村、幕別町※、釧路町※、中標津町 

③ 教員免許を有する又は同等の能力を有する方 

④ 基本的なパソコン操作（文書作成・表計算など）が行える方 

⑤ コミュニケーション能力に自信があり、積極的に教育委員会や学校、地域と協力しながら

地域おこし活動に取り組み、協力隊としての任用期間終了後、雄武町内で起業又は就業し、

定住する意思のある方 

⑥ 心身ともに健康な方 

⑦ 普通自動車免許（AT 限定可）を取得している方で、実際に運転のできる方 

⑧ 地方公務員法第 16 条の欠格条項に該当しない方 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 活動地域                               

  雄武町全域（主となる地域：沢木地区 沢木小学校） 

 

6 雇用形態及び任用期間                           

① 雄武町会計年度任用職員（フルタイム）として、雄武町長が任用します。 

② 任用期間は、令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までとします。 

※活動意欲や活動実績等により、採用の日から採用年度の年度末までを一区切りとし、最長

36 か月を超えない範囲で会計年度ごとに任用します。 

※身分が雄武町職員となりますので、地方公務員法が適用されます。 

 

7 給与等                                

① 月額給与 216,700 円 

※社会保険料、雇用保険料等の本人負担分が、上記金額から差し引かれます。 

② 期末手当 あり（6 月・12 月） 

※雄武町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例に準じて支給します。 

※地方公務員法第16条抜粋 

（欠格条項） 

第十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、条例で定める場合を除くほか、職員となり、又は競争試験若しくは選考を受けることができない。 

一 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者 

二 当該地方公共団体において懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から二年を経過しない者 

三 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあつて、第六十条から第六十三条までに規定する罪を犯し、刑に処せられた者 

四 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又

はこれに加入した者 



8 勤務時間等                             

① 週 5 日（月曜日～金曜日 １日７時間 45 分、週 38 時間 45 分） 

② 休日は、土曜日、日曜日、祝日、年末年始 

③ 業務内容等によっては、時間外や休日に勤務することがあります。 

④ 勤務場所：雄武町立沢木小学校 

 

9 福利厚生等                             

① 共済組合、厚生年金、雇用保険に加入します。 

※採用の日から 12 か月経過後、退職手当組合に加入します。 

② 任用期間中の住居は、町が用意します。（家賃 月額 11,000 円程度） 

家賃、光熱水費、通信費等は隊員の負担とします。 

※住居へのインターネット回線使用料は町が負担します。 

※光熱水費に係る補助制度あり（年間 17 万円） 

③ 赴任時の移転料を、町の規定に基づき支給します。 

④ 生活用具及び備品は自己負担です。 

⑤ 活動業務に必要な消耗品、用具備品等は、町が認める範囲内で支給・購入します。 

⑥ 活動業務に必要な車両は、町が用意します。 

⑦ 活動業務に必要とする研修や資格取得に係る経費は、町の規定に基づき、予算の範囲内で支

給します。 

⑧ 休暇は、年次有給休暇、忌引休暇、病気休暇、夏季休暇などがあります。 

⑨ 業務上の災害については、北海道市町村総合事務組合に加入の上、補償を行います。 

※採用の日から 12 か月経過後は、地方公務員災害補償基金による補償を行います。 

 

10 守秘義務等                               

① 守秘義務  職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。退職後も同様です。 

② 交通事故等 交通事故及び交通法令違反をした場合は、処分の対象となります。 

③ その他義務 上記のほか、任期中は次の義務を負います。 

法令等及び職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、職務に専念する 

義務、政治的行為の制限、争議行為等への禁止、など 

  ④ 取り消し  心身の故障等により、職務が遂行できない場合に任用を取り消されることが

あります。任期満了の場合は、通知されることなく解職となります。 


